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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第44期
第１四半期
連結累計期間

第45期
第１四半期
連結累計期間

第44期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 1,279,127 1,276,657 5,264,491

経常利益 (千円) 10,882 12,658 60,933

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △6,245 △5,536 60,858

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △5,932 △9,205 59,543

純資産額 (千円) 1,148,620 1,197,376 1,238,775

総資産額 (千円) 3,361,748 3,389,698 3,439,810

１株当たり当期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △2.13 △1.89 20.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.2 35.3 36.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

 

　（１）経営成績の分析

当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府による経済政策や日本銀行の金融政策等を背景に企業

業績の回復や雇用、所得の改善が一部にみられたものの、消費税増税の影響による消費低迷懸念及び原油高に伴う

原材料価格の高騰、海外政情不安等依然として先行き不透明な状況が続いております。

こうした状況のもと、当社グループは引き続き「お客さま第一主義」に徹した経営姿勢を貫き、業務品質の向上

に取り組むとともに、お客さまのニーズに合った提案型営業を推進してまいりました。また、更なる原価管理の徹

底、並びに販売管理費の削減に努めてまいりましたが、企業間競争の加速や、長引いた経済不況に起因するお客さ

まからのコスト削減要請等が続いている状況にあることから、厳しい状況で推移いたしました。

この結果、当第1四半期連結累計期間におきまして、売上高は12億7,665万円（前年同四半期比0.2％減）となり

ましたが、利益面につきましては、経常利益は1,265万円（前年同四半期比16.3％増）となったものの、賞与引当

金等に係る一時差異の解消に伴う法人税等調整額が影響し、四半期純損失が553万円（前年同四半期は624万円の四

半期純損失）となりました。

 
　　 セグメント別の概況は次のとおりです。

 
①建物総合管理サービス事業

建物総合管理サービス事業につきましては、企業間競争やお客さまからのコスト削減継続に加え、従前より建設

業界及び飲食業界等において懸案となっております人材不足が、同様の問題として顕著に現われ、人材の確保にお

きましても、厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと、収益の向上に向けた既存先の深耕開拓と新規のお客さまへの継続的な営業推進により、

主力業務である警備業におきましては、工事関連の立会い警備やイベント警備等複数の臨時業務に加え、新たに常

駐警備事業所や設備・清掃事業所を受注いたしました。また、工事業におきましては、シャッター等の大型改修工

事や空調機更新工事を受注し、業績に大きく寄与することができました。

費用面におきましては、徹底した労務管理及び外注管理によるコスト削減を図ってまいりましたが、人材の新規

採用及び流出防止コストに加え、更なるサービス品質向上に向けた教育訓練等を実施したことが、コストを押し上

げる要因となりました。

 この結果、売上高は9億9,486万円（前年同四半期比0.1％減）となり、セグメント利益は9,007万円（前年同四半

期比8.9％減）となりました。
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②人材サービス事業

人材サービス事業につきましては、企業の景況感改善から、有効求人倍率や完全失業率等の各指標も上昇傾向

となり、市場における企業の新規雇用に対する需要も復調してまいりました。

しかしながら、派遣等人材サービス事業全般に関しての雇用の割合は横ばいとなっており、当社におきまして

も既存のお客さまからのニーズは高まりつつあるものの、企業における賃金の上昇や求人の増加等により、登録

スタッフの確保が困難な状況が継続しております。

このような状況のもと、お客さまに密着した深耕開拓、関西・中部地区への営業強化による積極的な営業展開

を進めた結果、イベント運営業務の増加や、企業データ入力業務の受注等アウトソーシング及びインソーシング

（委託・請負）が増加したものの、エキスパートサービス（人材派遣）における稼働スタッフの大幅な人員増に

は至りませんでした。

　この結果、売上高は2億5,827万円（前年同四半期比0.3％減）となりましたが、経費削減の徹底を図った結果、

セグメント利益は422万円（前年同四半期は328万円のセグメント損失）となりました。

 

③介護サービス事業

介護サービス事業につきましては、政府の成長戦略の一環として、医療・介護分野における雇用促進、生活支

援サービスに係るインフラ整備等が掲げられておりましたが、企業間競争の激化や介護従事者の不足等、事業を

取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと、安定した新規顧客の確保を図るため、4月より居宅介護支援事業の体制を強化するとと

もに、あらためて原価管理を徹底致しました。

　この結果、売上高は2,351万円（前年同四半期比2.2％減）と減少しましたが、セグメント利益は141万円（前年

同四半期は58万円のセグメント損失）となりました。

 

　（２）財政状態の分析

 

（総資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、33億8,969万円となり、前連結会計年度末に比べ5,011万円減

少しました。主な要因は、売掛金が減少したこと等によるものです。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、21億9,232万円となり、前連結会計年度末に比べ871万円減少し

ました。主な要因は、消費税率変更に伴い未払消費税等が増加したものの、買掛金が減少したこと等によるもの

です。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、11億9,737万円となり、前連結会計年度末に比べ4,139万円減

少しました。主な要因は、当四半期純損失となったこと、および配当金の支払により利益剰余金が減少したこと

等によるものです。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

 

（５）従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

（６）生産、受注及び販売の実績

①生産実績及び受注状況

当社グループは、役務提供を主体としているため、受注生産は行っておりません。このため、生産、受注の記

載は行っておりません。

 

②販売実績

当第１四半期連結累計期間において、販売実績の著しい変動はありません。

 

（７）主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計

画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,560,000

計 10,560,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,940,000 2,940,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。

計 2,940,000 2,940,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月30日 ― 2,940 ― 302,000 ― 242,000
 

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 5,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,934,600
29,346 ―

単元未満株式
普通株式

400
― ―

発行済株式総数 2,940,000 ― ―

総株主の議決権 ― 29,346 ―
 

 

 

② 【自己株式等】

  平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社アール・エス・シー

東京都豊島区東池袋
３－１－３

5,000 ― 5,000 0.17

計 ― 5,000 ― 5,000 0.17
 

(注) 当該株式は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」欄に含めております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社アール・エス・シー(E04978)

四半期報告書

 8/20



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,600,804 1,634,027

  受取手形及び売掛金 651,440 573,499

  有価証券 1,098 1,098

  原材料及び貯蔵品 5,486 5,920

  繰延税金資産 33,620 7,051

  その他 14,613 16,773

  貸倒引当金 △4,235 △3,405

  流動資産合計 2,302,827 2,234,965

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 370,793 370,793

    減価償却累計額 △262,233 △264,170

    建物及び構築物（純額） 108,559 106,623

   土地 364,693 364,693

   その他 75,182 75,182

    減価償却累計額 △61,391 △62,040

    その他（純額） 13,791 13,141

   有形固定資産合計 487,043 484,458

  無形固定資産   

   借地権 47,121 47,121

   ソフトウエア 2,447 722

   電話加入権 7,123 7,123

   無形固定資産合計 56,692 54,967

  投資その他の資産   

   投資有価証券 200,765 198,191

   差入保証金 62,507 62,520

   保険積立金 128,770 131,843

   繰延税金資産 198,948 220,125

   その他 2,253 2,627

   投資その他の資産合計 593,246 615,307

  固定資産合計 1,136,982 1,154,733

 資産合計 3,439,810 3,389,698
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 101,810 57,169

  短期借入金 120,000 240,000

  1年内返済予定の長期借入金 423,206 371,541

  未払費用 295,852 323,818

  未払法人税等 11,247 3,284

  未払消費税等 39,560 79,181

  賞与引当金 45,205 14,405

  その他 60,483 58,097

  流動負債合計 1,097,364 1,147,497

 固定負債   

  長期借入金 605,550 535,421

  役員退職慰労引当金 105,423 88,138

  退職給付に係る負債 392,696 421,265

  固定負債合計 1,103,670 1,044,824

 負債合計 2,201,035 2,192,322

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 302,000 302,000

  資本剰余金 250,237 250,237

  利益剰余金 638,460 600,731

  自己株式 △1,760 △1,760

  株主資本合計 1,188,937 1,151,207

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 25,159 23,571

  退職給付に係る調整累計額 24,678 22,596

  その他の包括利益累計額合計 49,837 46,168

 純資産合計 1,238,775 1,197,376

負債純資産合計 3,439,810 3,389,698
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 1,279,127 1,276,657

売上原価 1,083,023 1,076,225

売上総利益 196,103 200,432

販売費及び一般管理費 185,557 189,112

営業利益 10,545 11,320

営業外収益   

 受取利息 661 98

 受取配当金 2,566 2,223

 不動産賃貸料 673 340

 助成金収入 900 450

 保険金収入 - 1,561

 雑収入 489 734

 営業外収益合計 5,291 5,407

営業外費用   

 支払利息 4,898 4,069

 雑損失 56 0

 営業外費用合計 4,954 4,069

経常利益 10,882 12,658

税金等調整前四半期純利益 10,882 12,658

法人税、住民税及び事業税 631 962

法人税等調整額 16,495 17,232

法人税等合計 17,127 18,194

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △6,245 △5,536

四半期純損失（△） △6,245 △5,536
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △6,245 △5,536

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 312 △1,587

 退職給付に係る調整額 - △2,081

 その他の包括利益合計 312 △3,668

四半期包括利益 △5,932 △9,205

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △5,932 △9,205

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　該当事項はありません。

　

 
 
(会計方針の変更)

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を平均残存勤

務期間に対応する単一年数の債券利回りを基礎として決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が27,219千円増加し、利益剰余金が17,518千円

減少しております。なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益に与える影響は軽微であります。
 

　

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　　　該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 12,837千円 4,310千円

   
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 8,805 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 14,674 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建物総合管理
サービス事業

人材サービス
事業

介護サービス
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 996,072 259,012 24,042 1,279,127 ─ 1,279,127

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 996,072 259,012 24,042 1,279,127 ─ 1,279,127

セグメント利益又は損失(△) 98,835 △3,286 △582 94,966 △84,420 10,545
 

（注）１.セグメント利益の調整額△84,420千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な内

容は、報告セグメントに帰属しない提出会社の総務部門等の管理部門にかかる費用であります。

　　　２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建物総合管理
サービス事業

人材サービス
事業

介護サービス
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 994,865 258,275 23,516 1,276,657 ― 1,276,657

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 994,865 258,275 23,516 1,276,657 ― 1,276,657

セグメント利益 90,077 4,224 1,418 95,720 △84,400 11,320
 

（注）１.セグメント利益の調整額△84,400千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な内

容は、報告セグメントに帰属しない提出会社の総務部門等の管理部門にかかる費用であります。

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

　当該変更による、当第１四半期連結累計期間の各セグメント利益に及ぼす影響は軽微であります。
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(金融商品関係)

 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

 

(有価証券関係)

 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

 

(デリバティブ取引関係)

 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

 

(企業結合等関係)

 

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △2円　13銭 △1円　89銭

    (算定上の基礎)   

四半期純損失金額(△)(千円) △6,245 △5,536

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △6,245 △5,536

普通株式の期中平均株式数(株) 2,935,042 2,934,986
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

(重要な後発事象)

 

該当事項はありません。　

 

 

 

 

２ 【その他】

 

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月11日

株式会社アール・エス・シー

取締役会  御中

 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　野　　秀　　俊   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   土　　居　　一　　彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アー

ル・エス・シーの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月

１日から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アール・エス・シー及び連結子会社の平成26年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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